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1.　はじめに

この度，『経営情報学会誌』Vol. 33, No. 4におい
て掲載されました「高齢者市場におけるイノベー
ション普及プロセスの構造分析」に対し 2025年度
論文賞を授与いただき，併せて本報告執筆の機会を
与えられたことに深く感謝致します．本論文のテー
マであります高齢者とイノベーションの関係は，目
まぐるしく進化するテクノロジーが等しく世の中に
受け入れられていくための課題でもあり，自身も間
もなくその当事者となるがゆえに深い興味のもと取
り組みを行っているテーマの一つとなります．本機
会を通じその振り返りも含め，本研究に至った背景
と今後の取り組みの方向性についてご報告させてい
ただければと思います．

2.　研究のモチベーション

日本における 65歳以上人口が全体の 1/3に達し
ようとする中，イノベーション市場における高齢者
の位置づけはますます大きくなっている．イノベー
ションを普及させていく上で，高齢者層に対する効
果的な普及手段を見出すことが社会全体の厚生を高
める上で極めて重要なテーマであると考え今回の研
究に至った．
さまざまな製品やサービスの市場データを用いる
ことでイノベーション普及の様子を捉えることが可
能となるが，どのようにしてイノベーション普及が
進んでいくのか，その形成過程の内部構造の理解な
くして効果的な普及施策の検討は一層困難なものに
なると言える．やや大袈裟な例えとなるが，地震予
測を行う上で地表の測定結果のみならず地球内部の
構造理解によりその精度が高まり効果的な対策が可

能となったわけであるが，本課題においても同様の
視点・アプローチが有効であると考えた．そこで，
新たなテクノロジーやイノベーションに対し抱く
人々の心理がどのように普及メカニズムに影響を与
えるのかを年齢影響の視点を加え理解することを目
指すこととした．
さて，高齢者に対するイノベーション普及の手段
にはさまざまなアプローチが存在する．例えば，中
国では日本に先立ちスマホ決済が社会に浸透した
が，商店では現金の取り扱いが急減し“おつり”を
もらうことができなくなり，高齢者であっても否応
なくスマホ利用を行う必要性が生じた．日本におい
てそのような急進的な社会環境の変化は生じていな
いが，その結果としてスマホ決済の普及の足取りは
重くなっている．
高齢者に対しより民主的な手段を用い効率的にイ
ノベーションを普及させていくことは重要なテーマ
であると考える．

3.　本論文の概要

本研究では，イノベーションの対象としてオンラ
インショッピング市場をとりあげ，高齢者の意思決
定がイノベーションに対し及ぼす影響とそのメカニ
ズムを解明し，高齢者の消費活動を促すための施策
を明らかにすることを試みている．
高齢者層は若年者層に比べオンライン取引のセ
キュリティや信頼性に対し高いリスク認識を有して
いる［1］．さらにこのような知覚リスクは過去の
知識，経験等の影響を受けることとなる．
リスク下における人々の意思決定を解明した理論
としては，プロスペクト理論［2］が人々の意思決
定の非合理性を説いており，広い経済分野に対して
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適用されている．本理論においては，プロスペクト
（損得の見通し）Vを価値関数 vと確率加重関数πの
二つのコンポーネントで表現しており，価値関数の
参照点 rが価値判断の基準点となり大きな影響を与
える（図 1）．

V＝v（x－r）・π（p）

； x: 客観的な価値，p: 利得の獲得確率，r: 参照点

リスクに対してはそれに相応するリターンが期待
されるが，価値の期待値は参照点に反映されること
から［3］，知覚リスクがプロスペクト Vに対し影
響を与えることとなる．また，価値関数 vおよび確
率加重関数πの曲率特性を表現する一部のパラメー
タは年齢による影響を受け，年齢が高くなるほどリ
スク回避の傾向が示されている［4］．
以上を踏まえ，本研究においては消費者の加齢に
よる影響に着目し，シミュレーションを用いたコ
ホート分析を通じ市場形成メカニズムの解明を行
う．

3.1　モデルの構築
年齢特性を有した消費者の意思決定と消費者同士
の相互影響がオンラインショッピング利用に与える
影響を年齢階級別に観察する．それらを通じ，高齢
者市場の市場形成メカニズムの特徴を明らかにす
る．分析にあたっては，ABM（エージェント・ベー
ス・モデル）を用いた．以下に，分析に用いる消費
者行動の基本動作を示す．

・情報収集行動（社会的影響）
文献 5のモデルおよびパラメータを引用し，ス
モールワールドネットワークを構成し，広告や他の
消費者から発信される評価（口コミ等）を消費者が
収集するモデルを構築する．消費者が収集する情報
には，ポジティブ／ネガティブな情報が含まれる．

・リスク下の意思決定行動
各エージェントは独立した参照点 rを有し，価値

関数により利得／損失の大きさを求める．情報収集
行動によって得られたポジティブ情報は利得の獲得
確率，ネガティブ情報は損失の獲得確率とし，プロ
スペクト理論に基づき利得／損失それぞれのプロス
ペクトの大きさを求め，その比率に基づいた確率で
オンラインショッピング利用の意思決定を行う．負
のプロスペクト比率が大きいほどオンラインショッ
ピング利用は拒否され，その結果ネガティブ評価の
情報源者へと転じる．オンラインショッピング利用
を決定した場合においても，一定の不満足率でネガ
ティブ評価の情報源となり，それ以外はポジティブ
評価の情報源となる．
なお，プロスペクトの価値関数・確率加重関数に
関するパラメータは文献 4より引用した．

・経験学習行動
利用に応じて新たなリスク認識レベルへと推移し
参照点 rを更新 (r＋Δr)する．これにより，利用経
験を通じた学習効果を表現する．

・結果の観測
全エージェント（20～ 79歳の各年齢ごと 50エー
ジェント，総数 3,000エージェント）の意思決定の
結果を集計しオンラインショッピング利用率を算出
する．

3.2　シミュレーションの実施
初期準備として，国内のオンラインショッピング
利用率のパネルデータ（2015年）を再現する各消
費者の参照点の値 rを年齢階級ごとに求めた．次に，
パネルデータ期間（2015～ 2020年）のオンライン
ショッピング率の変化を再現する参照点移動量（経
験学習効果）Δrを求めた．これらのパラメータ算出
には，ABMの逆シミュレーション手法を用いた．図 1　プロスペクトの価値関数
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その後，求められたパラメータを用い利用率の推
移（2015～ 2035年）をシミュレーションし，高齢
者のリスク回避性向による影響および経験学習によ
る影響を推定した．
推定においては，高齢者のリスク回避性向による
影響は価値関数および確率加重関数の年齢依存を有
するパラメータを年齢非依存化しその前後での利用
率の変化により求めた．また，経験学習効果による
影響は，参照点移動量Δrを 0に固定することでそ
の前後での利用率の変化により求めた．参照点移動
量Δrが 0の状態においてもなお生ずる利用率の変
化は，加齢に伴う影響となり年齢マイグレーション
効果と定義した．

3.3　結果の分析
分析の結果，若年層のオンラインショッピング利

用率の変化要因は，その利用を繰り返すことで経験
値を高める経験学習効果によるものが支配的であっ
たのに対し，高齢者の場合は経験学習効果に加え，
より低い知覚リスク（参照点位置が左寄り）を有す
る若い年齢層が加齢に伴い徐々に高齢者層へと移動
することによる年齢マイグレーション効果，および加
齢によりリスク回避性向が高まることによるリスク回
避効果の三つの因子が背後に存在することが分かっ
た（図 2）．70歳代の場合では，利用率変化に及ぼす
影響として経験学習効果が 74.4%，年齢マイグレー
ション効果が 25.6%，リスク回避性向による影響が
－ 6.9%と推定された．
経験学習効果は年齢層に関わらず市場成長に対し

最も大きな効果をもたらし，年齢マイグレーション
効果は特に高齢者層において顕著な効果となった．
この分析結果をもとに，年齢マイグレーション効
果を最大限活用するためにも，高齢者層の中でもや
や年齢の低い潜在顧客層に対し積極的な関係構築を
進め，将来の有望顧客層の厚みを増していく戦略
が投資対効果の面において効果的であると言える．
また，経験学習による効果を高めていくためには，
高齢者の情報収集活動を活性化させ，オンライン
ショッピング利用に至る機会への導線を増やしてい
くことが重要となる．

4.　本研究がもたらす社会的な貢献

マーケティング戦略を立案するにあたり，市場の
成長メカニズム要因を分解しどの効果に対して働き
かければよいか，その優先順位を検討することで投
資対効果を高めることが可能となる．
例えば，社会保障費の削減を狙った高齢者の健康
推進サービスの普及等，社会的意義の高いイノベー
ション普及にあたっては，公的機関が関与しインセ
ンティブを投入することで高齢者のリスク回避によ
るマイナス効果を軽減すると共に，民間企業による
情報発信で経験学習効果を促進する等の官民一体と
なった普及策が有効であろう．
このように，普及を目指すイノベーションの性質や

社会的効果を見定めつつ，高齢者の心理特性，デモグ
ラフを考慮した戦略を選択することで，高齢化社会に
向けた効果的な政策決定が可能になると考えられる．

図 2　オンラインショッピング利用率変化の要因別分解



Vol. 35 No. 1, June 2026 55

5.　今後の研究の方向性

本研究に引き続き，文献 6にて世代間の情報収集
格差すなわちデジタルデバイドの程度がイノベー
ション普及に与える影響の分析を行った．その結
果，ある程度のイノベーション利用格差の存在が，
むしろ社会全体の便益を向上しうるという可能性が
示された．
生成 AIに代表される近年のテクノロジーやイノ

ベーションは，その存在が利用者に意識されること
なく生活の中に組み込まれ人々の行動に大きな影
響を与える．一方で，見えない存在であるだけに，
人々に漠然としたリスクを知覚させ，一部の消費者
において必要以上にその利用を躊躇させることとな
り，大きな利用格差につながることも考えられる．
新たなテクノロジーの普及を通じてどのように社
会厚生を高めることができうるのか，格差コント
ロールとインセンティブの関係に視点を当て，高齢
者社会における制度設計に資する研究に取り組みた
いと考えている．

6.　おわりに

高齢者とイノベーションをテーマにさらに研究を
掘り下げていくことを通じ，さまざまな施策提言の
発信を行いよりよい暮らしづくりの一助となれるよ
う努めることで，この度の受賞に報いていくことが
できればと思います．
最後に，今回行った研究は，博士後期課程を進め
る上での軸となる研究となりました．指導教員，査
読者の方々のご指導・ご指摘を通じその完成度を高
めることができたと考えています．この場をお借り
し感謝申し上げます．
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